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1870-1913年における
英国出移民の一研究
鍛 治 邦 雄
I 対象の限定と統計
本稿で取扱う時期には，国際移民において新しい諸硯象が発生している。
従来から存在し，この時期に最盛を迎える先進工業国からの出移民とならん
で，アジアや東南欧の農業地域から移民が流出し，これらの工業国へと流入
(1) 
し始める。この「移民の逆流」は受入国での移民排斥や制限の動きをもたら
(2) 
し，後には先進工業国での入移民の制限や縮小という結果に導ぴくことにな
る。他方，先進諸国の植民地経営政策の展開は，植民地，従属国間における
移住や海外出稼ぎの硯象をひきおこす。この出稼ぎや移住は，第1次大戦後
にはとりわけアジアにおいて激しくなり，両大戦間のアジア経済を考察する
(1) この逆流現象は帝国主義との関連でしばしばとりあげられてきた。
B. 1. JleHHH, H.Mnepua.ll“a.M(l917)，宇高訳，「資本主義の最高の段階として
の帝国主義」（昭和31年）， 172頁。 R.Hilferding, Das Finanzkapital (1910), 
林訳， 「金融資本論」下（昭和30年）， 244-5頁。
(2) 移民の縮小が本格的となるのは第一次大戦後であるが，すでに19世紀末にはア
ジア人の流入にたいする規制が始まっている。
若槻泰雄， 「排日の歴史」（昭和47年）9 ][,"• VI。なお，帝国主義段階にお
ける移民の縮少の説明としては，小野一一郎・前田昇三．「日本の移民問題」，経
済評論． 4巻8号（昭和30年）， 121-2頁
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(3) 
うえで検討を避けられぬ問題となっているのである。
本稿は，以上のような新しい移民現象を解明するための前提作業として，
これらによってとってかわられた「古い」移民硯象の意義と特徴を考察しよ
うとするものである。古い移民現象の盛行と衰退の原因が明らかにされるこ
とによって， 20世紀における移民現象の変化のより深い理解が可能となり，
新しい諸現象の特徴が一層浮き彫りにされると考えるからである。 19世紀後
半から20世紀初頭にかけて， 「世界の工場」たる英国から，工業製品や資本
とともに大量の移民が流出した。移民の大半は土地と資源の豊かな湿帯諸地
(4) 
域（合衆国や英自治領）へと向ったのであるが，ここでいう「古い」移民と
(5) 
はこれら英国出移民をさすのである。この英国出移民の大部分は自費の渡航
や民間出移民機関の援助によるのであり，政府や地方自治体のはたした役割
はとるに足らぬものであった。英国と受入地域とのあいだに成立していた経
済的諸関係の発展につれ，前者から後者へと勺自然にミ流出していったので
ある。本稿ではこの経済的諸関係の内容を明らかにし，それとの関連で移民
の役割や推移を考察することにしたい。
(6) 
本論に入るまえに，ここで用いる出移民統計について簡単にふれておこう。
(3) 極端な場合には，自由意思にもとづかぬ誘拐や強制連行という形をもとる。帝
国主義段階での後進国間移民のもつ重要性については．沸仲勲「資本主義諸国に
おける労働力の国際移動」，熊本商大論集， 30号（昭和45年）， 72-8頁。
小野一一郎氏の「移民縮小論」がこの後進国間での移民現象を無視したもの
だ，という洗氏の批判は事実に反している。小野氏の「縮小論」はこの点を考慮
に入れたうえでのものである。小野一一郎 「日本の移民問題ー朝鮮移民との関
連」．国際移住． 1号（昭和32年）， 7頁。
(4) カー・ソーンダースは， 1846-1932年の期間では欧州からの大陸間出移民は
51,696,000人にのぽり．その｝が強をプリテン諸島からのものがしめると推計し
ている。 A.M. Carr• Saunders, World Population(1936), p. 49。
(5) 19世紀前半以前の移民硯象は考察の対象とはなっていない。また， 19世紀後半
から20世紀初頭にかけての欧州諸国の出移民に限定しても，南欧から南米への出
移民， 19世紀末から盛んとなる東南欧から西欧・北米への出移民等検討を要する
課題が多いが，それらについては次の機会を期したい。
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英国において，海外に永住する意思をもつ渡航者，すなわち，厳密な意味で
の出移民について統計が作成されるのは1912年以降のことである。それ以前
については，英国税関の報告をもとに，英国から欧州外の地域への出航者数
が集計され，これが粗出移民 grossemigrantsの数として報告されている。
この数値は， 1840年に「植民地土地および出移民委員会」 Colonial Land 
and Emigration Commissioners が任命されてからは， その一般報告
General Reportの一部として発表されていた。 しかし， 1872年を限りに渡
航者条令 thePassengers'Actの管掌が同委員会から商務局 theBoard of 
Tradeに移ったのにともない同委員会が縮小されていったため， 翌年以降
(7) 
は同局から発表されるようになった。 • 
出移民統計の発表方法には何度か大きな改訂が加えられているが，主なも
のは次のようである。当初においては， 英国からの出移民として，外国人
(Aliens) と英国人 (Citizens)を区別せずに発表していたが， 1840年代終
り以降に英国経由での外国人出移民数が増加したため， 1853年からは両者の
分類が行われるようになった。また，定期便の増加や旅行施設の充実により
(6) 英国出移民統計については以下を参照せよ。N.H. Carrier, and J. R. Jeffrey, 
E“グ四lmigrati暉； a Study of the Available Statistics, 1815-1950 
(1953)．なお， H.Leak and T. Priday, "Migration from and to the United 
Kingdom", Journal of the Royal Statistic Society, Vol. XCVI., Part]I， 
(1933), pp. 184-5. 
I. Ferenczi, and W. F. Willcox, Internatio叩 lmigrations, Vol. 1 (1929), 
pp. 619-625. 
B. Thomas, Migration 叩 d Economic Growth (1954), pp. 36-41. 
をもみよ。
(7) Ge加 alReport of the Colonial Land a叫 Emigrati畑 Commissio加 s,
16次報告からは Ge”eralReport of the Emigrati価 Com叫 ssio加 rsとなる。
Tables Relating to Emigration a叫 Immi訂 ationfroma叫畑othe United 
Kingdom, with Report to the Board of Trade thereon.（いずれも annual)。
前者は全て， 後者は 1899年のものまでが， IUPの I,000 Vol. -Ser. of the 
British Parliame成“yPapダ s,1801-1899.に収録されている。
Emigration Commissionersは1872年以降欠員を補充せず縮小していき， 1878
年に消減したが，この間 theColonization Circularの発行を続けた。
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出航者中に出移民でないもの（商人や旅行者など）が数多く含まれるように
なった。このため， 1876年以降には出航者と併せて欧州外からの入航者数も
示されるようになり，英国人の出航者数と入航者数の差を算出することによ
(8) 
り純出移民 netemigrantsの数に近いものがえられるようになった。
本稿では英国人の出移民数についての考察を行う際には，特別な場合を除
いて，出航者数についての数値を用いることにする。その理由は，入航者数
が時期を通じて安定した数値を示すので，出移民数に生じた変動はそのまま
出航者数に反映されると考えてもよいからである。さらに，農民や労働者に
関する限り，この時期には海外との往来を行うものが極少数であり，出航者
の大半が出移民であると考えても大きな誤まりがないからである。
]I B・トーマスの「大西洋経済」
1870-1914年の時期における英国出移民について，まず指摘できるのは，
総数の変動において増減の交替が反復してあらわれることである。表 1の第
一欄は粗出移民数の変化（実は，出航者数の変化であることは前節で述ぺた
とおりである。以後， 粗出移民は同様の内容で用いる。）を各 5年間の年乎
均で示したものである。粗出移民数は20世紀に入ってからは急増をみせるの
であるが， 1866-75年， 1881-90年にも増加し， 1876-80年， 1891-1900年
には減少し，増減が交互に生じている。
この増減のパクーンは， 出移民のみにあらわれるものではない。同表の
2, 3欄は英国の対外投資の変動を，出移民と同じく，各5年間の年平均で
示したものであるが，直接推計によるサイモンの系列にも，また，間接推計
(8) この時期での英国移民に「帰還者」が少なかったことからみて．この差は粗出
民実数にも近いといえる。なお， 英国移民についての統計の主なものは， I. 
Ferenczi, and W. F.. Willcox, op cit., Vol. 1. に収録されている。
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表1 英国からの粗出移民と対外投資， 1866-1913年 (5年毎の年平均）
英国からの 英国の対外投資
I （出所）次のものより作成した。
（百万ポンド） （次位以下を四捨五入）粗出移民
（千人） イムラー 1サイモン 1. 出移民は欧州外への英国人出航
者数である。
噌＂ 1噌^^＾ ＂^ 1‘̂ p I ~ ̂  .1000一ヽ U 4U..> ! 乙ヽ・コ
1871-75 74.6 70.8 
1876-80 24.9 30.7 
1881-85 61.6 64.2 
1886-90 87.6 102.6 
1891-95 52.0 51.5 
1896 40.3 70.3 -1900 
1901-05 49.0 87.7 
1906ー10 145.9 144.5 
1911-13 206.1 158.1 
I. Ferenczi, and W. F. Will-
cox, International Mi釘 ations,
Vol.1 (1929), pp. 636-7. 
2 対外投資
A. H. Imlah, The Economic 
Elements in Pax Britanica 
(1958), pp. 72-5. 
M. Simon, "The Pattern of 
New British Portfolio Foreign 
Investment",in T. H. Adler(ed), 
Ca仮talMovement and Econo-
mic Development (1967), pp. 52 
-3. 
(1) (2) 
によるイムラーの系列にも同様のパクーンがあらわれている。しかも，特徴
的なのは，出移民および対外投資における増減の時期が全く一致しているこ
とである。このことは 2つの生産要素の移動が強い結ぴつきを持ったことを
示唆している。この点をさらに詳しくみてみよう。表2, 3は，同じ時期に
おける粗出移民と対外投資を受入地域別に小分けしたものである。両者の地
域区分が若干異なるため厳密な対比はできないが，両者は類似した特徴をも
つことは明らかである。両要素とも大半が合衆国およぴ自治領を示す地域に
(1) 間接推計は国際収支の残余から算出した移転額の大きさを示すものであり，直
接推計は新規発行額の大きさを示すものである。方法その他詳細は， P. L. 
Cottrell, Bsitish Ovダ seasInvestment in the Ninete紐 thCentury (1975), 
pp.11-15. をみよ。
(2) A.K. ケアンクロスは，対外投資におけるこの変動が国内投資の変動と逆であ
り，英国の投資が対外，国内の交替をくり返すことを指摘している。彼はこの交
替硯象の原因を交替条件の変化に求めている。 A. K. Caisncross, Home a叫
Foreign Investment 1870-19/3 (1953), Ch.、VII.
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表2 英国粗出移民の目的地別小分け． 1866-1913年 (5年間の合計）
（千人）
I合衆国 1カ ナ ダ 1南ァフリカitぢ叶その他
1866-70 , 667 83 81 24 
1871-75 674 111 139 44 
1876-80 413 67 164 66 
1881-85 843 160 38 215 37 
1886-90 871 142 39 158 55 
1891-95 686 104 65 68 55 
1896 460 83 100 59 60 -1900 
1901-05 605 254 170 71 71 
1906-10 654 590 113 161 153 
1911-13 461 662 106 304 153 
（出所） I. Ferenczi, and W. F. Willcox, op. cit., pp. 636-7. より作成
表3 英国対外投資の投資地域別小分け， 1866-1913年 (5年間の合計）
（百万ボンド）
1北アメリ叶南アメリカIアフリカ ジ 1オースト I ~ ア ア ラレシア ヨーロッ.,
1866-70 24 13 8 34 13 47 
1871-75 116 65 ， 20 19 124 
1876-80 45 8 15 21 43 21 
1881-85 97 44 24 41 60 48 
1886-90 165 142 22 53 80 52 
1891-95 90 26 33 36 57 15 
1896 62 36 61 97 49 36 -1900 
1901-05 148 43 138 73 24 17 
1906-10 切6 155 69 127 32 65 
1911-13 358 149 40 80 59 100 
（出所） M. Simon, op. cit., pp. 55-6. より作成（次位以下を四捨五入）
サイモンはオセアニアを独立させているが，本表ではオーストラレシ
アに含めた。
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集中しており，しかも変動においては時期と地域の双方でともに一致した動
向をもっている。以上のことから，この時期における英国の粗出移民と対外
投資は相互に強い結びつきをもっていたこと，また，その結びつきは英国と
合衆国および英自治領の間に存在した経済的諸関係と何らかの関連をもつも
(3) 
のであったことが推測しうるのである。
生産要素の移動にあらわれるこの特徴に注目し，英国と合衆国および英自
治領の経済発展における国際的側面を解明しようとしたのが B. トーマスの
(4) 
「大西洋経済」 theAltantic Economyの構想である。以下では，移民の役
割を重視するこの見解に簡単に検討を加えることにしよう。
(5) 
トーマスの主張の核心的部分を略述すれば次のようになる。まず， 2つの
生産要素（資本と労働）の豊かな工業国Cと人口稀薄で自然資源に富む農業
国Dをとり，その双方に輸出部門 (Cでは工業， Dでは農鉱業）と国内建設
部門（建築と運輸施設建設）を想定する。この 2国C, D間において移民と
対外投資によって生産要素が配分されるメカニズムは以下のようである。エ
業国Cには出生循環 BirthCycleが存在し， Cの労働市場は約20年毎に周
(3) この時期における要素移動を「要素価格の均等化」原理で説明するのが不適切
であることは以上のことからも解るであろう。
(4) 要素の移動にかんするトーマスの見解を検討した最近のものとしては， H. G. 
Johnson, "A Formal Analysis of Some Brinley Thomas Problems concerning 
thelnter national migration of Capital and Labour; A Tribute,’'大阪大学
経済学， 2岳巻 1号（昭和50年）， 24-36頁．
(5) トーマスは，輸出財，輸入財，国内財の価格変動を通じて交易条件が変化する
過程を詳しく説明している。 （例えば，＂Migrationand International Invest-
ment", in, B. Thomas(ed.), Economics of International M知 ation(1958), 
p.8.）。また，対外から国内への投資の切りかえを，初め (Migrationand 
Economic Growth) は資本の収益差によって説明していたが，のちには
(Migration and Urban Development)金融的なメカニズムを追加することによ
って説明をさらに精緻化しようとしている。これらの点についての詳しい紹介は
ここでは省略した。なお，交易条件の変化を原因として投資の交替現象が生じる
というケアンクロスの説が支持しがたいことは， トーマスのみでなく，多くの論
者が主張している。 P.L. Cottrell, op. cit., pp. 51-3.を参照。
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期的過剰をむかえる。その結果，人口がCからDへ向って流出し， Dでは人
口増加と追加的労働の獲得が刺激となって建設部門が活況となる。それにと
もなって， Cから Dへの資本および商品（工業製品とりわけ個人消費財と建
設資材）輸出が増加し， Cでは輸出部門が活況となる。 C内での輸出部門の
活況は次第に建設部門へも波及していくのであるが，同時にDでの建設プー
ムは過熱状態となり，やがてCの投資がDへの対外投資から Cの国内投資に
切りかえられる。それとともに移民の流出も下火となり，今度は逆に Cの建
設部門が活況となる。建設部門を中心とする活況により Cの原材料，食料需
要が増大し． Dの輸出部門に繁栄がもたらされる。 Cにおける出生循現がも
たらす周期的人口過剰はこのメカニズムにより C・D両国に適切に吸収され
(6) 
ていくのである。
トーマスは以上のメカニズムによって， Cでは国内建設と輸出が交互に活
況となることにより他方の不況を相殺し，国民生産が安定した成長を行うこ
と，また， Dでは， Cの対外投資あるいは輸入培を通じてCから追加的通貨
が供給されるので，重大な国際通貨不足に陥ることなく国内開発が進んだこ
とを指摘している。さらにトーマスは，このメカニズムが湿帯地域の多くの
後進国（合衆国や英自治領のみではなく，アルゼンチンなども含めて）と英
国の間に存在し，その広い作用が1870-1914年における国際経済の安定と発
展，とりわけその象徴たる国際金本位制の拡大と維持を支えた主因の一つと
'(7) 
なったと主張している。
トーマスの議論には独創的見地とともにいくつかの弱点が存在している。
英国出移民の解明に必要な限りで，その 2, 3について以下で検討しておこ
(6) B. Thomas, "Migration and International Investment", pp. 6-9; B. Thomas, 
Migration and Economic Gvowth (1954), pp. 31-4. 
(7) B. Thomas, Migration and Economic Growth, p. 30, p.113, passim. 
A.G. フォードは， 循環における西欧の斉時性とともに． 英国と外辺地域 (the
periphery)の基本的関係が国際金本位安定の土台であったと指摘している。
A.G. Ford, The Gold Standard, JBB0-1913: Britain and Argentina(1962), 
p.26. 
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う。 トーマスは「大西洋経済」のメカニズムを生じさせる要因として移民を
(8) 
重視するのであるが，出移民を生じさせる力を主として自然的な人口変動に
求めている。のちにR.A．イースクリンは，英国を含む欧州諸国からの大陸
間出移民と人口の自然増加率 NaturalIncrease Rateとの関連を検証し，こ
(9) 
の点にかんして， トーマスの主張は支持しがたいという結論に達している。
なるほど， 1850-1914年の期間全体の出移民総数に関する限り，自然増加率
の高い国ほど出移民数は大きく，一見トーマスの主張が正当性をもつように
みえる。しかし，各国の出移民の時系列にあらわれる長期変動は，当該国の
自然増加率の変動と一定した照応関係を示さず，むしろ出移民は各国で斉時
(10) 
的な変動をもつのである。イースクリンの検証は，各国の出移民に直接作用
を与える主要因が自然増加率の変動ではなく，出移民の変動に斉時性を与え
るような主要因が他に存在することを明らかにしたのであり，出移民の変動
の考察には海外の受入地域での労働需要の変動を欠くことができぬことを示
唆している。
次に，合衆国と英国との間における大西洋経済のメカニズムの存在には，
より立入った検討が必要であろう。オレアリーとルイスは，英国および合衆
国の経済活動を表わす多くの系列の実証的検討を行い， トーマスの主張に批
判を加えている。両国の経済活動を表わす諸系列の大部分は，その国独自の
変動を示しており， トーマスの主張から当然生じるべき，両国間での変動の
(8) 初期の著作では他の要因（小保有農の駆逐や工業の新機軸）にも充分考慮を払
っている (Migrationand Economic Growth, pp. 94-5,. pp. 116-8.)が，後
には，専ら人口増加との関連に焦点が絞られてしまう。 (Migrationand Urban 
Development (1切2),p. 4, p. 80, passim.）出生循還が起動であるという点につ
いては早くからケアンクロスが批判を加えていた。 Economica,Vol. 22, No. 86 
(1955), pp.174-6. 
(9) R. A. Easterlin, "Influences in European Overseas Emigration Before 
World War I", Economic Development・ and Culture Change, Vol. 9, No. 3 
(1961). 
(10) ibid, p. 337, pp. 343-5. 
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(11) 
交替現象が明瞭には表われないのである。さらに，オレアリーとルイスは，
英国の対合衆国投資および移民が合衆国の国内投資および人口増加にたいし
て占める比率が小さいことをあげ， 1870年以降の両国間の関係に大西洋経済
(12) 
のメカニズムをあてはめることはできないとしている。しかし，彼らは， 2 
つの点について興味ある事実を指摘している。英国の輸出は， 少なくとも
1890年迄は，合衆国の経済活動（工業生産）と一致した循環をみせるのであ
り，また，合衆国の輸出は，農業的性格を有しているあいだは，英国の輸入
(13) 
に照応して変動するのである。表2, 3で明らかなように，英国の対外投資
と出移民の大きな部分が合衆国に向うのであり，合衆国への適用の正否は大
西洋経済の主張にとっての試金石とし、えよう。
大西洋経済のメカニズムが作用する時期と地域については， トーマス自身
がより立入った考察を行っている。合衆国については， 1890年代以降におけ
る変化に注目し，大西洋経済の中心が次第に英国から合衆国へと移行し始め
ることを隠めるのであるが，移民の供給が英国から東南欧へと拡がったこと，
(14) 
および合衆国の独自の「吸引」が強まったことを指摘するに留まっている。
さらにトーマスは，最近の著作においては，英国出移民と対外投資の向う地
域が時期によって変化をみせることを重視し，大西洋経済のメカニズムが，
(11) P. J. O'Leary, and W. A. Lewis, "Secular Swings in Production and 
Trade, 1870-1913", Manchester School of Economic and social studies, 
Vol. 23, No. 2 (1955), p. 145. 
(12) ibid, pp. 125-7. 同様の主旨の批判は． A. I. Bloomfield, Patterns of 
Fluctuation in International Investment Betore 1914 (1968), pp. 23-4. 
J.G. ウイリアムソンは，英国経済にたいする貿易の比重が大きいことから，両
国間の貿易の変動は英国にとって大きな影轡を与えるとして，両国間の変動の一
致が合衆国に起因すると指摘している。 J.G. Williamson, "The Long Swing: 
Comparisons and Interactions Between British and American Balance of 
Payments, 1820-1913", in, A. R. Hall(ed.), The Export of Capital from 
Britain, 1870-1914, pp. 61-77 
(13) P. J. O'leary, and W. A. Lewis, cp. cit., p.120, p.138. 
(14) Migration and Economic Growth, p.120, P228. 
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合衆国のみではなく英国自治領やアルゼンチンを含む広い地域と英国の関係
(15) 
を解明するものであることを重ねて強調している。
トーマスの主張は，以上に述べた以外にもいくつかの弱点を含んでいるが，
その基本構想において， 1870-1914年の時期での移民現象を考察するうえで
無視しえぬ重要な論点を提出している。英国からの資本と移民の流出の結び
つきに注目したこと。そして，これを英国と受入地域の補完的貿易関係の発展
と関連させて考察したこと。さらに，移民，資本移動，貿易の相互関係が，
受入国のみならず，英国の経済発展に与えた作用をも検討しようとしたこと
(16) 
等である。それらを継承し， 1870-1914年の時期における英国出移民の国際
的側面を解明するには，さらに深められるべきいくつかの問題が存在する。
第 1に，英国と移民受入国の間に成立していた補完的貿易関係が，双方の
（とりわけ受入国）経済発展にはたした役割を明らかにすることである。い
うまでもなく， トーマスの主張は，伝統的な農工の国際分業論に基づくもの
であり，受入国における工業の発展は初めから捨象されている。しかし，実
際において，英国と合衆国およぴ英自治領との間に成立した補完的貿易関係
は， 1870-1914年の時期においては，後者の工業化の進展と多少とも結ぴつ
(15) Migration and Urban Development(l972), p. 75, p. 8, passim. 
(16) A.G. フォードは，英国の対外投資の増加が受入国の所得の直接，間接の増大
をもたらし，英国の輸出拡大につながったこと。英国投資の対外．国内の交替硯
象が輸出と国内投資の相殺作用を生み，英国の国民生産の安定的成長をもたらす
一因となったことを指摘している。 A.G. Ford, "Overseas Lending and 
Internal Fluctuations; 1870-1914," in, A. R. Hall (ed.), op. cit., pp. 90 
-93. 同様の指摘は， P.J. O'leary, and W、A.Lewis, op. cit., p. 118. 
トーマスの構想は「クズネッツの長期波動」を国際経済の諸側面に適用しよう
とした点で画期的なものであった。しかし，本稿ではクズネッツの長期波動その
ものについての誤論には深くは立ち入らない。国際経済の諸側面についてのクズ
ネッツ波動の検討は， P. J. O'leary, and W. A. Lewis, op. cit.; A. I. 
Bloomfield, op cit., pp. 18-34.; P. L. Cottrell, op. cit., pp. 57-64. など
を参照せよ。なお，クズネッツ波動そのものについては． M.Abramovitz, "The 
Nature and Significance of Kuznets Cycles", Economic Developm⑰ t a叫
Culture Change, Vol. 9, No. 3 (1961)．を参照せよ。
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いていたのである。英国出移民の考察は，この点をぬきにしては完全なもの
となりえない。しかも，受入国における工業の発展は，補完的貿易関係をも
たらしていた農工の国際的分業に変化を生じさせ，英国の対外投資と出移民
に何らかの作用を与えたにちがいない。
第2に，資本と移民の流入が，受入国の経済発展においてはたす役割の大
きさについて，正確な理解が必要である。 トーマスの主張では，海外からの
生産要素の流入が受入国の経済発展にとって起動的役割をもつことになって
いる。しかし，外的刺激によって発展が生じるという見地は，この時期にお
ける受入国の経済発展の推移と必ずしも一致するものではない。では，移民
と資本の流入のはたした役割はどんなものであるか，この点を明らかにする
ことは，同時に，英国出移民の動因についての周知の「圧力」・「吸引」論議
(17) 
にも解答を与えることになるであろう。
以上の点を検討することにより，第 3の問題の考察への手懸りもえること
ができる。 トーマス自身も認めているように，英国出移民の流出先は時期に
より微妙な変化をみせているが，とくに，合衆国に向う出移民に生じた変化
が顕著である。表 2 （前掲）は， 1890年代を境として，英国出移民の主流が
合衆国を離れ，次第に英自治領に集中することを示している。この変化の原
因と結果の解明こそが英国出移民研究の主課題である，といっても過言では
ないのである。
m 英国出移民と受入国の経済発展
英国を中心とする補完的貿易開係の発展と， 19世紀における低開発地域
the ・ less developed areasの経済成長の結ぴつきを指摘したのは， R．ヌル
クセである。本節では，彼の見解を参照しつつ，前節で述べた 3つの問題の
(17) 移民の動因についての「圧力」， 「吸引」論争は移民と同じく古い。例えば，
H. P. Fairchild, Immigration-a World Afovement and Its American 
Significance (1913), p.148. と W.A. Carrothers, Emigration from the 
British Isles (1929, Rep; 1965), p. 227．をみよ。
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初めの 2つについて考察することにする。
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ヌルクセは，中心地 thecentreの工業発展が生み出す一次産品需要が，
低開発地域との間の補完的貿易関係を発展させ，低開発地域の経済進歩をも
たらすと主張する。この経済進歩は，たんに国際的特化を通じて生じるので
はなく，旺盛な一次産品需要の増大により中心地の成長が低開発地域へと伝
播していく，「貿易を通じての経済成長の動的拡張」 thedyn~mic spr.ead of 
economic growth. through tradeによるものである。そして，一次産品需要
に剌激された，中心地からの資本と労働の流入は，この過程をさらに加速する
(1) 
役割をはたしている。ヌルクセは，貿易と生産要素流入が生み出す，低開発地
域の累積的発展過程 acumulative processを次のように説明している。海
外需要増大は資本と労働の増加分を，比較優位をもつ部門へ引きつけるが，
ひきかえに多様な輸入財の増加をもたらす（その結果，国内活動が活発とな
る）。この頂点での外資の流入は，輸出部門のみならず，国内活動 domectic
activitiesの拡大に不可欠な間接的諸施設 overheadfacilities の建設へと
(2) 
つながるのである。
ヌルクセは，このような成長の伝播が生じるには他の諸条件が前提される
と限定をつけるが， これらの諸条件については立入った考察を行っていな
(3) 
い。しかし，彼は，海外での一次産品需要や工業品市場に頼ることができな
い条件下の後進国工業化において，国内市場が重要な役割をはたしうること
(4) 
を指摘している。国内市場に依存する工業の発展には．それに照応する農業
(1) R. Nurkse, "Patterns of Trade and Development", in, Equilibrium 
and Growth in the Word Economy (1962), pp. 283-5. 
(2) ibid, p. 288. M．サイモンは， 1870-1914年の時期における英国対外投資の大
半が温帯の新定住地域の社会的間接資本に流入したことを明らにしている。 M.
Simon, "Pattern of New British Portfolio Froreign Investment", in, A. R. 
Hall (ed.), op. cit., p. 25. 
(3) 内的条件の欠如した状態での貿易と資本流入の活発化は「二重経済」 a"dual 
economy"をもたらすにすぎない。 R.Nurkse, op. sit., p. 289. 
(4) ibid, pp. 314-5. 
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の発展が必要であること，後進地域における農業の発展を妨げ，工業化を困
難にしているのが農業における保守的（時には封建的）伝統であることを主
張するのであるが，ヌルクセのいう国内市場の拡大をもたらす諸条件こそ，
1870-1914年の時期の合衆国や英自治領に共通してみられる特徴なのであ
る。土地制度を始めとして，農業の発展（それは同時に資本主義的進化を意
味するが）を制約する条件が少ないこと，農業発展が国内市場の拡大をもた
らし，国内市場向けの工業化をすすめること等，農業工業間の相互依存的関
係こそこの時期の低開発地域の発展を支えた基盤であった。英国（中心地）
との間の補完的貿易関係の発展は，国内でのこの関係と結ぴつくことによっ
て，急速な成長を伝播しえたのである。
ヌルクセの見解をもとにして， 1870-1914年の時期における，英国と受入
地域間の経済関係とその中で移民のはたした役割を要約して示せば次のよう
になる。
(1) 英国とこれら地域との間には，補完的貿易関係の発展を通じて経済成
長が伝播するという「貿易を通じる成長」 thegrowth through trade 
の過程が存在していた。
(2) この過程は受入地域における工業の発展をもたらしたが，それは同時
に，資本主義的諸関係が世界に拡延していく過程であり，受入地域にお
いて，機械と大工業に立脚する資本主義が次第に確立していく過程で
あった。
(3) この過程の基礎は受入地域における農業の発展であり，それは国内市
場の拡大をもたらすと同時に，輸出拡大をまかなう生産力の増大をもた
らした。
(4) 「貿易を通じる成長」は，この国内市場の拡大と結びついた工業化が
存在して，始めてその作用を発揮しえた。
(5) 英国の対外投資は，鉄道その他の間接的諸施設の建設を促進すること
により，（1）ー(4)に影響を及ぽした。また，移民の流入は，追加的労働力
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(5) 
を与えることにより，労働力の創出における困難をとり除いた。
(6) 受入地域の経済発展が周期的循環をもてば，英国の対外投資・出移民
・貿易に変動を生じさせ，それらを通じて英国の経済活動にも作用を及
ぽした。
この見地からすれば，出移民と対外投資のはたす役割は，起動的なもので
はなく，むしろ生産要素の追加的供給により，受入地域の活況を拡大・延長
させるという補助的なものにすぎないのである。
以上の要約は， 1870-1914年の時期についての，出移民と対外投資の動因
に関する実証的検討の結果とも一致する。 H.W.リチャードソンは，英国と
新定住地域 theRegions of Recent Settlement（合衆国を含む）間での資
(6) 
本と移民の流れの決定因を分析して，次の結論に達している。出移民数の変
動は受入国の国内投資の変動と強い関連をもち，対外投資は受入国の国民所
得と強い関連をもつこと。また，出移民は英国の賃金（貨幣）上昇にともな
って，対外投資は英国の国内資本収益性の上昇にともなって増加すること。
さらに出移民と対外投資は，受入国における人口埴加と国内投資（国内源泉
(7) 
による）とそれぞれ逆方向に変動すること。これらの結論から， リチャード
ソンは， 出移民と対外投資の動因として受入国での経済的機会 economic
opportunities が重要であり，両者の流入は，受入国での急激な成長の時期
(8) 
に追加的必要をまかなうのに大きな役割をはたしたと指摘している。
リチャードソンの分析結果は， 1870-1914年の時期の出移民を理解するう
えで，英国側の条件からのみ説明しようとする，いわゆる「圧力」説も，ま
(5) 大規模な労働者の創出過程は農民の士地からの切離しにより実現する。農業生
産の拡大が農業経営の数の増加によっても行われるかぎり，労働者の創出と矛盾
する。移民は賃労動者を供給することでこの矛盾を回避させた。即ち，文字通り
できあがった資本賃労働関係の移植となったのである。
(6) H. W. Richardson, "British Emigration and Overseas Investment, 1870-
1914", Economic History Review (2nd ser.), Vol. 25, No. 1 (1972). 
(7) ibid, p. 102, pl09. 
(8) ibid, pp.109-110. 
16 (194) 1870-1913年における英国出移民の一研究（鍛治）
(9) 
た，発達した工業国相互間でのみ妥当する要素価格差説もともに不十分であ
ることを示唆するものである。英国出移民は，一方は成熟した工業国，他方
は工業化をすすめつつある農業国という 2国間で生じた現象であり，後者の
工業化の進展との関連で理解されねばならぬのである。
w 英国出移民と合衆国
1870-1914年における，英国粗出移民数およびその受入地域別数の変動は
すでに表 1, 2で示した通りである。 1890年まで合衆国に集中していた流れ
が，次第に方向をかえ， 20世紀にはカナダを中心とする英自治領への集中を
みせることは．表から明らかである。本節では，前節までの理論的考察をも
とに．合衆国へ向う出移民の特徴と変化を検討し，この時期における英国出
移民の国際的側面を解明することにする。
表4は，前掲表 1,2を組みあわせて，英国粗出移民に占める合衆国向けの
(9) 要素移動と貿易が代替的であると主張する要素価格の均等化説 (B.Ohlin, 
Interregional and International Trade(Rev. ed., 1967), pp.146-158.）が19
世紀の移民硯象には適用できぬことは， J. J．シュペングラーも指摘している。
J. J. Spengler, "Effects Produced in Receiving Countries By Pre-1939 
Immigration", in, B. Thomas(ed.), Economics of International Migration, 
pp.42-43 シュペングラーは，オーリンの説が妥当する前提は，双方の国におい
て工業諸部門間の分業が成熟し，それら両国内での国内要素移動が自由となって
いることであり，この前提が満されぬかぎり妥当しないと主張する。双方の資本
主義的工業化が完成された状態でのみ妥当する原理には適用に限界があるのであ
る。この点では， リカードのいわゆる「比較優位」原理も基本的には同じ限界を
もつものであり，シュペングラーの批判があてはまる。 19世紀の貿易に関するヌ
ルクセの議論がリカード貿易論への批判を含むものであることに注目せよ。 「伝
統的貿易理論」がその前提のわく外では無力であることを指摘する限り H．ミン
トの主張は正しい。 H. Myint, "The℃lassical Theory'of International 
Trade and the Underdeveloped Countries", in, Economic Theory and the 
Underdeveloped Countries(1971), pp. 118-119. 
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表4 英国粗出移民の合衆国への集
中率
（％） 
1853-55 62.0 
1856-60 60.7 
1861-65 64.9 
1866-70 78.1 
1871-75 69.5 
1876-80 58.3 
1881-85 64.7 
1886-90 68.8 
1891-95 70.1 
1896 60.2 -1900 
1901-05 51.7 
1906-10 39.1 
1911-13 26.9 
（出所）
I. Ferenczi, and W. F. Willcox, 
op. cit., pp. 636--7. より作成
比率を算出したものである。比率は，
(I) 
1876-80年， 1896-1914年の時期に減少
をみせる以外は，常に％前後の高い水準
を保ち，少なくとも 1890年代半ばまで
は，合衆国へ向うものが英国粗出移民を
代表するものであることを示している。
この英国粗出移民の合衆国への集中はす
でに早くから始まっているものである。
英国人と外国人が初めて区分されて発表
された1853年以来，比率は， 1853-55年
に62%, 1856-60年に61%, 1861-65年
に65鍬 1866-70年に78形とつねに 6割
をこえ，しかも増大をみせているのであ
る。この原因について， W.A.カラザー
スは，英国出移民の大きな部分を占める
アイルランド人が英国の統治から離れる
ことのできる合衆国を選んだこと，また
（次位以下を四捨五入） イングランド人やスコットランド人にと
っても盛んな経済発展を始めていた合衆国が雇用機会を多く与えたことをあ
(2) 
げている。 R.ヌJレクセは， 「貿易を通じる成長」が合衆国ではすでに1850
(3) 
年には始まっていたと指摘しているが，国内建設・工業化と結びついた「貿
易を通じる成長」が合衆国のみに存在していたことが， 1870年までの集中の
(4) 
激化をもたらしているのである。 1870年以後における集中も同じ状態が持続
(1) 1876-80年にはオーストラリヤにより， 1896-1914年には英自治領（とりわけ
カナダ）により合衆国への集中が弱められる。
(2) W. A. Carrothers, op. cit., p. 211. 
(3) R. Nurkse, op. cit., pp. 286-287. 
(4) 合衆国への集中は他の資料で補われることでいっそう明らかとなる。 19世紀末
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表5 合衆国へ向う英国成年男子粗出移民の職業構成
1876-1900年 (5年間の合計）
人（％）
1876-80 I 1881-85 I 1886-90 I 1891-95 189-6 1900 
商人お専よぴ門職 22,228 31,448 26.187 I 19,111 13,794 
(12.4) (9.2) (7.3) (7.3) (8.1) 
農 巌 民
14,588 17,654 19,`022 11,813 7,939 
(8.2) (5.2) (5.2) (4.5) (4.7) 
業 労働者
1, 375 12,159 61,934 44,564 21,907 
(0.8) (3.5) (17.2) (17.1) (12.9) 
労 一般家内
89,820 213,103 152,218 104,296 63,592 
(50.2) (62.3) (42.2) (39.9) (37.4) 
働
者 熟 練 45,228 I !  61,415 釘',193 74,404 57,670 
(25.3) (18;0) (26.9) (28,5) (34.0) 
の 他
5,599 6,303 4,201 6,984 4,889 
(3.1) (1.8) (1.2) (2.7) (2.9) 
計
178,838 342,082 360,755 261,172 169,791 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
明 40,099 62,348 74.669 I 76,036 51,466 
総 計 218,937 404,430 435.424 I 337,208 221,257 
（出所） B. Thomas, Migration and Economic Growth (1954), pp. 60-1.より引用
まではカナダの経済発展がごく弱いものであるのに，比較的多数の入移民がみら
れる。これはカナダを通じて合衆国へ向う数が多いためである。この経路による
合衆国入国者について，英国人のみの数値は利用できないが，カナダ入移民のう
ち定住者と合衆国への通過者の比を求めてみると， 1875年に 1:0.3, 1880年に
1 : 1.2, 1885年に 1: 0.3, 1890年に 1:1.4となり，変動巾が大きいが，入移民
中の通過者がかなり多いことがわかる。 (I. Ferenczi,and W. F. Willcox, op. 
cit., p. 363.による）
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していることを示しているが， 「貿易を
通じる成長」の作用が英自治領へと拡張
していくにつれ，合衆国への集中化傾向
が弱められるのである。
それでは，合衆国に流入した英国出移
民はどんな特徴をもっていたであろう
か。表5は商務局の「連合王国の出入移
民に関する諸表」 TablesRelating to 
Emigration and Immigration from 
and into the United Kingdomをもと
にして，英国成年男子粗出移民のうち合
衆国へ向うものの職業構成を示したもの
である。合衆国へ向う成年男子の総計が
英国成年男子粗出移民に占める比率は，
表6 英国人「純」出移民
1876-1900年 (5年間の合計）
（千人）
I (1)合衆国 (2)英領北
アメリカ
1876-80 233 40 
1881-85 619 122 
1886-90 550 101 
1891-95 332 55 
1896 188 35 -1900 
1901-05 291 
（出所） I. Ferenczi, and W. F. 
Willcox, op. cit., Vol.1, 
p. 641. により作成（次位以
下を四捨五入）
1876-80年に57.8彩， 188i-85年に63.7%, 1886-90年に67.1%, 1891-95 
(5) 
年に67.2%, 1896-1900年に56.1彩であり，先にみた粗出移民に占める合衆
国向けの比率と同様に合衆国への集中を示している。
まず，表5の成年男子の総計（合衆国へ向う）の変動をみると，それが合
衆国の経済活動の変動と強い一致をみせることがわかる。オレアリーとルイ
スによれば，合衆国経済は， 1893-1900年の不況をはさんで， 1880-92年お
(6) 
よび1901-13年には好況となるのであるが，成人男子の総計も， 1880年代に
増加し， 90年代に減少するのである。このことは，英国から合衆国への出移
民が合衆国における経済発展から強い作用をうけ，その状態によって変動す
るものであることを表しているのである。英国出移民が合衆国の経済変動に
よって強く作用されるものであることは，さらに 2つの出移民系列をみるこ
とによりいっそう明らかとなる。表6(1)は英国と合衆国間での英国人渡航者
(5) B. Thomas, Migration and Economic Growth, p. 60. 
(6) P. J. O'leary, and W. A. Lewis, op. cit., p. 446. 
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の差をとることにより，英国から合衆国への純出移民の近似値を求めたもの
である。この数値も， 1870年代後半の減少， 1880年代の増加， 90年代の減少
と，合衆国経済活動との完全な照応をみせるのである。さらに，表6(2)は，
純出移民の近似値を英領北アメリカについて求めたものである。英領北アメ
リカヘの出移民の相当の部分が，合衆国へと向う一時的通過者 Transitであ
ることは先に指摘したとおりであるが，その数値も規模は小さいが合衆国の
経済活動に照応した変動をみせている。
次に，表5の職業別の変動について検討しよう。まず，商人・専門職につ
いてみると，その実数は1880年代以降に若干の減少傾向を示すが，構成比は
時期を通じて安定している。この安定性は合衆国向けのみにみられるもので
はなく，英国粗出移民全体での商人・専門職数にもみられるのであり，時期
(7) 
を通じて数は一定している。粗出移民統計として用いたものが英国人出航者
数であり，商人や専門職には出移民ではない旅行者が多く，渡航者数は合衆
国の景気と直接関係がなくほぼ一定していることが安定性の原因である。
出移民の職業構成で真に問題となるのは，農業的およぴ工業的類別を表わ
す欄である。表5の工業的類別についてみると， 2類別の労働者の構成比合
(8) 
計は，各5年間にそれぞれ75.5彩， 80.3彩， 69.1彩， 68.4%,71.4彩，とな
り，英国から合衆国へ向う出移民の主力が労働者であったことを示してい
る。さらに，表5から明らかなように，労働者数は，合衆国の経済活動と照
応した増減をみせ，総数における同様の変動の主たる原因となっているので
ある。合衆国における工業の発展が英国から多数の労働者を流入させ，合衆
国の経済活動の活不況はその数を増減させることによって，合衆国への英国
粗出移民総数（成年男子）に変動を生じさせたのである。次ぎに，労働者出
移民について合衆国への集中をみておくと，成年男子労働者粗出移民数に占
める合衆国向けの比率は， 各5年間について， 67.0%, 71.0彩， 73.5彩，
(7) 
71.2%, 62.7彩となり，最後の1896-1900年の期間を除けば安定して高く，
(7) B. Thomas, op. cit., pp. 60-1. 
(8) この比率の低下は農業的類別の一時的増加によって生じたものである。
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第 7 合衆国粗入移民の出身地別構成 （出所） B. Thomas, Migration and 
Economic Growth, p. 308. 1870-1913年
(96) Appendix 4, (Table 117)．ょ
り引用
6月30日で
終る年度 「旧」移民「新」移民その他 i 出身国の明らかな入移民総数に対する比率である。
I 18701 82. 3 2. 5 15. 1 
1875 I 70.4 I 10.0 I 19.6 
原資料は， 1910年までは合衆国
入移民委員会の Statistscal 
Re(!iew of Immigration, 1820 
-1910, Report, Vol.3, (Senate 
Document no. 756, 61 th 
Congress, 1911-12.) 
I 1880 I 67. 9 I 8. 3 I 23. 1 I 
1885 I 73.o I 16.4 I 10.1 I 
, 1890'62. 8 1 35. 3 1 
1913年については合衆国入移民
局の報告によるものである。
1.8 ・
I I 1895 I 54. 7 ! 43.2 I 2.1 i 「旧」移民；ベルギー，デンマーク，
フランス， ドイツ，オランダ， ノ
ルウェイ，スエーデン，スイス，
英国（アイルランド含む）
1900 I 23.1 I 72.4・ I 4.4 
1905 I 25.6 I 69.9 I 4.5 
1910 I 19.4 I 70.9 I 9.6 
「新」移民；ォーストリア，ハンガリ
ー，チェコ，プルガリア，フィン
ランド，ギリシア，イクリー，ポ
ーランド，ボルトガル， Jレーマニ
ア， ロシア，スペイン， トルコ
I 1913 I. 15.3 I 74.9 I 9.9 ! 
表8 合衆国粗入移民総数
1870-1913年 (5年間の合計）
I 
（千人）
1871-75 1,723 
1876-80 I 1,086 
1881-85 I 2,976 
1886-90 I 2,271 
1891 -95 I 2,281 
1896 1,564 -1900 
1901-05 I 3,833 
| 
1906-10 1 4,962 
1911-13 ! 4,133 
（出所） I. Ferenczi, and W. F. 
Willcox, op. cit., vol. 1, 
p.400. より作成
集中傾向は合衆国の好不況にかかわらず
強かったことを示している。
労働者全体に関する特徴は以上みたと
おりであるが， 2つの類別をさらに詳し
く検討すると，両者は興味ある対照を示
すことがわかる。一般，家内労働者の構
成比は1876-85年の期間に上昇するが，
1886-1900年の期間には次第に低落して
いく。他方，熟練労働者の構成比はこれ
とは全く逆の動きをみせ， 1886-1900年
の期間には上昇している。英国粗出移民
の主たる部分をしめる一般・家内労働者
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の減少は，総数の減少をもたらすのであり，熟練労働者の構成比の上昇は，
この総数の減少から生じたものにすぎない。英国から合衆国への粗出移民に
生じたこの硯象の原因はいったい何であろうか。
表 7は，合衆国粗入移民に占める，いわゆる「旧」移民と「新」移民の区
分を示したものであり，また，表8は合衆国粗入移民数を示したものである
が，この 2つの表は合衆国入移民に生じた質的変化を明瞭に表わしている。
1890年代後半を転機として， 「新」移民の比重は加速度的に増大していく。
この「新」移民の流入により合衆国粗入移民数は20世紀に入ると急速な増加
をみせるのである。これら「新」移民は東南欧の農業地域の出身者であり，
合衆国内において，非熟練労働者として雇用されるものが大多数であった。
合衆国は， 1890年代以降急速に増大する非熟練労働にたいする需要を東南
(9) 
欧からの「新」移民を流入させることによって満たしたのである。この「新」
移民の流入増加が，逆に，英国出移民中の一般・家内労働者の合衆国への流
入を縮小させたのである。 J.J．シュペングラーは， 1890年以降の非英国人
移民の大量流入が合衆国の賃金構造に与えた作用として， 1890年以降には，
労働需要がふえたにもかかわらず， 1914年までの間で非熟練労働者の年間実
(10) 
質賃金には下落がみられることを指摘している。東南欧からの大量の移民流
(9) 1900年代以降における合衆国入移民の激増は同国内での入移民排除の動きを強
めさせ・た。この問題について，上院は調査委員会を設け1911年に報告を行ってい
る。 Reportsof the Immigration Commission, appointed under the Act of 
Congress, Feb., 20th, 1907, (42vols, 61th Congress, 1911-2.) 
この報告をめぐって賛否両派の論争が行われたが，代表的文献として，
I. A. Hourwich, Immigration and Labour (1912). 
J. W. Jenks, and W. J. Lauck, The Immignation Problem (1912). 
本稿では合衆国入移民について詳しく検討する余裕がないが， さしあたり，森
果，「アメリカ独占資本形成期の移民労働力」，北海道大学経済学研究， 18巻4号
（昭和44年）。のちに，「アメリカ資本主義史論」（昭和51年），に所収。望月清人，
「アメリカにおける移民問題と初期の州最低賃金法」， 松山商大論集， 18巻1号
（昭和42年）。のちに．「アメリカ労働政策史研究」（昭和44年），に所収。
(10) J. J. Spengler, op. cit., pp. 35-7. 
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表9 合衆国への英国成年男子粗出移民の職業構成
1903-1913年（成年男子総数の百分比）
(%) 
1903-05 11906-~0 i 1911-13 
商業および専門 10.3 11.2 14.7 
農 業 15.4 13.6 15.1 
熟 練 25.3 31.0 31.8 
労 働 者 26.6 22.4 21.7 
雑および不明 22.4 21.8 16.7 
(100.0) (100.0) (100.0) 
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（出所） B. Thomas. Migration and Economic Growth, p. 63. より
作成（次位以下四捨五入）
原資料は theBoard of Trade,・ Tables relating to Emigration 
and Immigration (annual)．によるものである。
入は，非熟練労働者の，賃金を始めとする雇用条件の改善を妨げ，英国の非
熟練労働者にとって合衆国を魅力のない移住先としたのである。
合衆国に流入する英国人出移民のなかで，非熟練労働者の部分が縮小する
傾向は20世紀に入るといっそうはっきりとあらわれるようになる。表9は，
20世紀における合衆国向けの英国成年男子粗出移民の職業構成を百分比で示
したものである。 1890年代に始まった非熟練部分の縮小は依然として継続し
ている。これに対して，熟練労働者は安定した推移を示すため，構成比は上
昇を示すのである。合衆国へは東南欧から非熟練が，英国から熟練がという
(11) 
出身地による入移民の性格の相遮が定着していくのである。英国出移民（合
(11) クウシックは，合衆国における熟練労働者の賃金の比較有利が欧州より大であ
ることを熟練工の流入の原因としている。
E.W. Taussig, International Trade (1927), pp. 58-60. 
s.c．ジョンソンは英国からの熟練エや臓人の内には英国と合衆国を季節的に
移動するものがあることを示唆している。 S. C. Johnoson, A History of 
Emigration-from the United Kingdom to North America (1913, New 
Impression, 1966), p. 318. 
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衆国への）における非熟練労働者のこの縮小傾向は，アイルランド人移民の動
向でも確かめることができる。英国人出移民のうちで，非熟練労働者部分の
大半を占めるのはアイルランド人である。非熟練労働者の縮小はアイルラン
ド人の縮小をもたらし，合衆国向け英国桓出移民に占めるアイルランド人の
(12) 
比率は1881-5年の47.3％から1906-10年の32.3％へと低下するのである。
次に，合衆国への粗出移民における農業的類別について検討しよう。前掲
表5から明らかなように， 1870-1900年の時期では，農民および農業労働者
は合衆国への成年男子粗出移民の小さな部分を占めるにすぎない。これは合
衆国向け出移民のみにみられるのではなく，英国粗出移民全体に共通する現
象なのである。英自治領向けも含めた英国成年男子粗出移民全体をとってみ
ると，農業的類別の占める比率は， 1876-80年に13.9%, 1881-85年に11.4
％となり，合衆国向けより若干高くはなるが，やはり小部分にすぎない。農
民は自治領へ，労働者は合衆国へという，英国人移民についてよくいわれる
特徴は1870年以降には相対的なものにすぎないのである。
この時期における英国粗出移民に占める農業的類別の比重の低下は，英国
(13) 
内の事情によるのみではなく，受入地域の現境にも原因があるといえる。こ
のことは，農業移民が少ないことだけでなく，都市住民（とくに労働者）で，
農民となるために移住したものがほとんど失敗に終っていることに端的にあ
らわれているのである。定住地での， 自足的農業を行う閉鎖的共同体をつ
くるという例外的な場合を除いて，農業移民の成否は商業的農業の発展の可
(14) 
能性に制約されている。しかも，合衆国や英自治領の農業は，本来，世界市
(12) I. Ferenczi, and W. F. Willcox, op. cit., Vol.1, p. 386, pp. 390-391.に
よって算出した。
(13) 19世紀前半までは「小農場の統合」と農業不況の反復により出移民中に農民が
多かったことが知られている。 S.C. Johnson, op. cit., pp. 40-52. 
1870年以降での農民の比重の小ささはこの時期までに小農民の駆逐が一応最盛
をすぎたことを示している。農村住民が基本的に資本家と労働者（と地主）へと
変化をとげていたと思われる，
(14) 若槻泰雄氏は移民業務担当者としての経験からこの点を指摘している。若槻泰
雄， 「原始林の中の日本人」（昭和48年）， 79頁他諸所。
1873-75 
1875-77 
1878-80 
1880-82 
1883-85 
1885-87 
1888-90 
1890-92 
1893-95 
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表10 英国の小麦生産と輸入 1873-95年（平均年間）
＇耕作地 I
| 
国内生産 輸 人英国産小麦価格輸入小麦価格
（千エーカー）I（；オークー） （1・・オークー、： （翌ド当り） （同 左）＇
s. d. s. d. I 
I 3,671.7 I 11,947 I 12.191 
I 
3,319.8 I 11,087 i 13,393 I 49 4 I 47 11 
I 3,168.0 I 9,825 I 15,257 I 44. 10 I 46 7 I 
8,649 I 16,767 3,065.6 44 11 46 10 
2,672.3 10,002 I 17,944 36 8 37 3 
2,432.8 9,294 I 17,558 32 1 32 11 
2,565.5 9,439 I 18,576 31 2 33 1 
2,391.5 9,233 I 20,521 33 1 34 9 
1,794.6 6,869 I 22.896 24 1 24 9 I 
（出所） The Royal Commissioners on Agricultural Depression, Final Report 
(1897), C-8540, pp. 54-5 
場の基礎の上に建設された植民地の農業であり，世界市場の動向に強く影響
される性格をもっている。農業移民は，移住先での国内競争だけではなく，
輸送手段の発達によりこの時期にいっそうきびしさをましに国際的競争に
もさらされているのである。農業経営の維持は，移民にとって，自由に入手
しうる土地のみではなく，豊かな資金と秀れた技術を必要とするものであっ
た。さらに，受入国での工業の発展は，移民に容易に接近しうる雇用機会を
与えた。そのため，一度定着した農業移民もたえず離農を促進され，賃労働
(15) 
へと流出する結果となった。農業移民の難しさは，移住者自身の能力や開拓
精神の不足のみではなく，移住先の農業をとりまくこれらの条件によるもの
であったのである。
以上の点から見て，表 5にあらわれた， 1886-1895年の時期における農業
(15) 農民としての植民計画の失敗がくりかえすことにもこの困難はあらわれてい
る。 W.A. Carrothers, op. cit., pp. 229-239. 
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移民の増大は，主として英国内の事情によるものであり，一時的な性格のも
のと思われる。 19世紀の70年代から90年代にかけての，いわゆる「大不況」
the Great Depressionにおいて最も被害をうけたのは英国農業であるとい
(16) 
われている。この時期における英国農業の変化を，小麦生産を例としてみて
(17) 
みよう。表10は1870-1900年における英国小麦生産の概要をしめすものであ
る。表から明らかなように，英国の輸入量が増大し，輸入価格が下落してい
くが，それにともなって国内価格も下落し耕地面績が縮少されていく。しか
し，英国の国内生産は， 時期を通じてそれほど大きな低落をみせてはいな
い。これらの数値は，小麦の価格下落にたえうる経営のみが生産を維持し，
単位面績当りの生産性を上昇させていったこと，逆に，価格下落にたええな
(18) 
い経営は小麦生産を次第に放棄していったことを示唆している。後者の経営
は生産の中心を次第に畜産へと切り換えるか，あるいは，一部分は海外での
(19) 
小麦生産へと転じていったと考えられる。
英国粗出移民の農業的類別は，この「農業不況」を反映して，一時的な増
加をみせるのであるが，農民と労働者では若干の相遮がみとめられる。農業
労働者の増加は農民に比べてはるかに大きいのであるが，その変動は農民よ
り遅れて始まっているのである。農業労働者は， 「農業不況」により最も被
(16) W. A. Carrothers, op. cit., p. 230. 
カラザースは合衆国西部での小麦増産が70年代の英国小麦生産への打撃の一つ
であったことを指摘している。 op.cit., p. 226. 
(17) フレッチャーはこの時期の「農業不況」が小麦生産地域で厳しかったと指摘し
ている。国際的商品でありかつ質の相遮の小さい小麦と比べて，畜産は輸入増大
の影蓉を受けることが少なかったためである。 T. W. Fletcher, "The Great 
Depression of English Agriculture 1873-90", in P. J. Perry (ed.), British 
Agriculture, 187.'i-1914 (1973), p. 34, pp. 39-41. 
(18) どの経営規模のものが打撃を強く受け減少しているのかは，経営そのものの動
向を示すデークの分析が必要であり，これだけでは不明である。
(19) T. W. Fletcher op. cit., pp. 38-39. 
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(20) 
害をうけて，農村から都市へと流入したが， 1880年代初頭まで続いた英国エ
(21) 
業の活況により，海外流出の増加は小さかった。しかし， 1880年代半ば以降
英国工業が長期の停滞に入るや，農業労働者の出移民は一拠に増加するので
ある。農業労働者が非熱練労働者として都市の労働者の追加的部分となるこ
とが出移民の増加時期が遅れる原因となったのである。農業的類別の増加は
英国の「農業不況」による一時的な性格のもので， 1890年代後半以降「不
況」が収束するにつれて減少していき， 20世紀には表 9で示すように，再び
小さな構成比を示すようになるのである。
1890年代に入って明確にあらわれ始める合衆国の労働需要の変化は，東南
欧からの移民の流入を増大させた。それは，後進的地域から「先進工業国」
への移民の流入であり，いわば合衆国における移民の「逆流硯象」の開始を
示すものである。合衆国の移民吸引力は，英国との補完的貿易関係の発展を
伴なう工業化過程にある国のものから， 「成熟をむかえた工業国」のものヘ
と変化したのである。英国から合衆国への出移民は，一般，家内労働者がこ
の変化の影響をうけて減少することにより，その総数を減少ないし停滞させ
ていく。英国は合衆国にとって， 「熟練労働者の追加供給者」としての意味
でのみ，出移民の供給源としての重要性をもつにすぎなくなるのである。英
国出移民は，合衆国との間ではその「伝統的役割」を終えたのであるが，英
自治領との間ではそうではなかった。 1890年代には英自治領で，補完的貿易
関係の発展をともなう工業化が開始され， 20世紀には，カナダを中心に本格
的展開をみせる。英国出移民は，それにともない．その流れを合衆国から英
自治領へと切りかえるのである。 1890年代後半から始まる，英出移民の合衆
国への集中の弱まりはこのことを明瞭に示しているのである。
(20) フレッチャーは小麦地域は畜産地域に比べて経営面積大きく，農民に対する労
働者の比率も高いことを指摘している。 ibid,p. 40. 
英国の農業労働者数は1881年の983,919から 1901年の689,292へ294,6切減少し
たといわれる。 Carrothers,op. cit., p. 254. 
(21) 英国の活況は1883年までつづく。 P.J. O'leary. and W. A. Lewis, op. cit., 
p.121. 
28 (206) 1870-1913年における英国出移民の一研究（鍛治）
v 英国と合衆国一競争者への成長
英国出移民の分析は， 1890年代を転機として，英国と合衆国の経済的関係
に根本的な変化が生じたことを示した。以下では両国の貿易関係の推移を考
察することによりこの変化の内容をさらに明らかにしよう。
表11は， 1871-1913年の時
期における英国の対合衆国貿
易額を示したものである。ま
ず，輸出についてみると，価
額は「大不況」期におけるエ
業品輸出価格の激落のため量
的変動を正確に反映はしない
が， 1890年までは安定した推
移をみせ，英国の対合衆国輸
出量の増大を示唆している。
英国輸出総額にしめる合衆国
のシェアも， 1870年代に11.7
%, 80年代に 12.2％と増大
し，さらに，輸出額変動への
寄与率を示す「限界的変化」
a marginal change でも，
それぞれ38%, 26％と高い比
(1) 
率を示している。 1890年まで
は対合衆国輸出は発展し，英
表11 英国の対合衆国貿易額
1871-1913年 (5年毎の年乎均）
（百万ボンド）
輸出 輸入 1 再輸出
1871-75 31.7 66.2 4.0 
1876-80 19.8 88.3 4.4 
1881-85 26.9 92.7 8.3 
1886-90 29.5 87.4 12.3 
1891-95 24.9 96.1 13.7 
1896 18.8 120.9 15.4 -1900 
1901-05 21.8 125.0 20.0 
1906-10 | 28.2 125.1 26.8 
1911-13 40.2 179.2 41.0 
l 
（出所） B. R. Mitchell, and P. Deane, Abst-
ract of British Historical Statistics 
(1962), pp. 318-20. より作成
（次位以下を四捨五入）
原資料は AnnualStatements of Trade, 
である。
輸入および再輸出は計算額、輸出は申告
額である。
(1) S. B. Saul, "The Export Economy, 1870-1914", Yorkshise Bulletin of 
Economic and Social Research, Vol. 17, No.1 (1965), p. 7. 
ソールは対欧州および帝国輸出が安定した推移を示すのにたいし，合衆国の需
要が変動しやすいことを考え合わせると， 1880年代半ばまでは合衆国とそれに伴
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表12 合衆国国内産品の対欧州輸出額 1町1-1914年 (1913年価格）
（百万ドル）
財政年度未加工食料1原材料 1加工食料 1半製品 全製品 I 雑
1871 32.4 205.1 45.3 10.4 16.1 I 
1875 72.1 197.3 70.6 15.8 22.6 
1880 246.9 切7.4 215.1 17.7 38.9 
1885 134.6 2切．5 174.6 29.3 43.8 
1890_ 157.9 380.4 242.2 36.2 55.0 
1895 126.2 459.3 247.4 72.5 73.8 
1900 切7.6 439.2 384.6 140.3 149.2 12.3 
1905 114.9 559.9 298.2 166.5 141.2 3.4 
1910 77.4 465.8 190.0 204.7 171.9 2.2 
1914 93.9 674.8 197.1 261.6 255.3 1.7 
（出所） D. E Novack, and M. Simon, "Commercial Responses to the American 
Export Invasion, 1871-1914", Explorations in Entダ preneurialHistory, 
(2nd ser.), Vol. 3, No. 2 (1966), p.126. より弓l用
国経済に大きな作用を与えていたのである。
しかし， 1890年以降には事態は逆転する。 1890年代後半から第一次大戦ま
では，英国輸出の好調期であり輸出総額は急速に増加するのにたいして，対
. (2) 
合衆国輸出は停滞をみせ，シェアも1890年代に9.7%, 1900年代に7.2％と低
下していく。この原因は， 1880年代から始まる欧州諸国の合衆国市場への進
(3) 
出激化に加えて， 90年代以降，保護的関税にまもられた合衆国工業が急速な
うカナダの需要が英国経済変動の時期と方向をきめるうえで決定的であったとし
ている。逆に，フォードは対欧州輸出の影響力を強調する。 •A. G. Ford, The 
Gold Standard, pp. 332-5. 
(2) S. B. Saul, op. cit., p. 7. 
(3) 合衆国は高水準の関税をしいていたが， 1890年のマッキンレー法により平均税
率を49.5彩へひきあげた。その後1894年に一時的引き下げがあったが，再び1896
年に引きあげ，平均50彩をこえる高い税率となった。
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成長をとげたことにあった。合衆国工業は．この防壁によって国内市場を確
保しただけではなく， 90年代後半からは次第に輸出を拡大させていくのであ
る。
英国の対合衆国輸入も，同様に1890年代を転機とする変化を示している。
表11は，対合衆国輸入額が時期を通じて増加したことを表わしているが，こ
の増加をもたらした要因は， 1890年代を境いに，異なるのである。サイモン
とノヴァクは，合衆国の対欧州（英国を含む）輸出拡大について検討し，そ
(4) 
の内容が変化していくことを明らかにしている。表12は合衆国国内産品の対
欧州輸出の変化をしめしたものであるが，食料品と工業製品では対照的な動
きがあらわれている。食料品は， 1870年代における対欧州輸出拡大の主役で
(5) 
あったが， 90年代に入って停滞し，かわって工業製品の輸出が拡大していく
のである。合衆国の対欧州輸出拡大のもつこの特徴は，英国にたいしてもあ
てはまる。 1870年代において，英国の対合衆国輸入額の増大をもたらした主
因は食料品および原料品輸入の増加であった。しかし，原棉を始めとする原
料品輸入が時期を通じて増加をみせるのに対して，食料品は，英国の輸入総
量が増加するにもかかわらず，合衆国からの輸入が1890年代以降減少あるい
(6) 
は停滞をみせるのである。
両国の貿易関係の変化は， 英国再輸出をみることでいっそう明らかにな
(4) M. Simon, and D. E. Novack, "Some Dimensions of the American Com-
mercial Invasion of Europe, 1871-1914; An Introductory Essay", 
Journal of Economic History, Vol. 24, No. 4 (1964). 
(5) サイモンとノヴァクはこの停滞の原因として，欧州や両米大陸での新しい供給
地の出硯とともに，工業の発展により合衆国農業の国内向け生産の性格が強まる
ことをあげている。 M.S. Simon and D. E. Novack, ibid, pp. 602-603. 
(6) 英国の原棉輸入にしめる合衆国のシァアは， 1871-5年54.2彩， 1881-5年
70.1彩， 1891-5年73.0彩， 1901-5年77.4％である。 (B.R. Mitchell, and P. 
Deane, op. cit., pp.180-181.により算出）
他方，小麦輸入にしめる合衆国のシァアは同じ時期に， 40.4彩， 49.0彩， 40.7
彩， 28.0彩である。 (R.R, Mitchell and P. Deane, op. cit., pp. 98-102.によ
゜り算出）
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る。表11は，再輸出額が時期を通じて増加し， 1890年以降には輸出額に匹敵
する大きさとなっていることを示している。英国は， 1890年代以降における
輸出の停滞を，再輸出の増大で補っていたのであるが，さらに重要なのはそ
の内容である。 v．ベラールは， 英国の対合衆国再輸出について， 1880年代
まではドイツ工業製品が多く含まれていたのにひきかえ， 90年代以降は原料
品の増加がみられるのが特徴的であると指摘している。 1897年を例にとれ
ば，再輸出額16.6百万ボンドのうち，原毛5.3百万ボンド，皮革2.3百万ポン
ド，原棉1.0百万ボンド弱，インド・ゴム1.0百万ポンド弱と原料品が過半数
(7) 
をしめている。英国の対合衆国再輸出は英国植民地から合衆国への原料輸送
のルートとなっているのである。
以上で見たように，英国と合衆国の貿易関係は， 1890年代を境いとして，
次第に工業国相互間のものへと変化していくのである。 1870-1914年の時期
の前半には，両国の間に補完的貿易関係が存在し発展していた。この補完的
貿易関係の発展は，合衆国内での工業の発展とむすぴつき，農産物への強い
需要を生み出し，農業生産の増大をもたらした。農業の発展は，合衆国の国
内市場を拡大し，工業の発展をさらに強めた。そして，英国の対合衆国投資
(8) 
の増加は，合衆国での間接的諸施設 overheadfacilities建設を助け，上述
の過程の進行をさらに速めたのである。英国出移民の合衆国への流入は，こ
れと固く結びついていたのであり，合衆国で必要となった追加的労働を補充
する役割をはたしたのである。しかし，合衆国の工業発展が進み，保護関税
による国内市場確保から海外市場への進出をめざすものへと成長することに
より，この「移民現象」はその存在の基盤を失っていった。合衆国が英国と
の「古い経済発展の関係」から離脱することは，英国出移民の流れに方向転
(7) M. V. Berard, British Imperialism and Commercial S~炒emacy (1906, 
Rev. ed., 1973), pp. 204-205. （原資料は B拉eBookによる，）。
(8) 合衆国の鉄道建設は， 1869-73年， 1879年ー83年， 1886年ー91年にピークとな
る。 B.Thomas, Migration and Economic Growth, p. 288, Table 98.にょる
なお，合衆国鉄鋼業の発展にとり，スペリオル湖を中心とする運河休系の整備が
重要な役割をもつことは， M.V. Berard, op. cit., pp. 208--209. をみよ．
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換を生じさせることにつながったのである。 1890年代後半以降，英国出移民
は次第に英自治領に集中していき，補完的貿易関係の発展と結ぴついた工業
化の過程は，カナダを中心とする英自治領で本格的展開をみせることになる
のである。
最後に， 1870-1914年の時期における英国出移民の増加と流れの変化が，
出移民をめぐる論議に与えた影響に簡単にふれておこう。既に明らかにした
ように，この時期における英国出移民の主たる部分は，受入国の工業発展と
結びついた労働者移民であった。海外での労働需要の増大は，英国労働者の
多数の移住を生じさせ，英国工業自身にとっての労働者の確保と次第に矛盾
(9) 
するようになる。既に1870年代初頭の議会での出移民援助についての論戦に
は， 「以前の論争でみうけられたマルサスの考えが存在しなくなっている」
'(10) 
と指摘されている。過剰人口が貧困の原因とする考えにかわって， 大きな
人口 alarge populationが資本蓄積にとって価値があるという考え方が支
配的となっているのである。人口増加こそが国民的利得であり，出移民は，
せっかく養成した働き盛りの労働者を失うことで，全くの損失であるとする
見方がひろがり，出移民反対論は次第に根強くなっていく。
他方で出移民の増加は，他の一連の思想を発展させることになる。英国出
移民は伝統的な「連合帝国」 theUnited Empireの理想とむすぴついてい
たのである。 1870年以降の移民増加は，この理想の復活をもたらし，とりわ
け19世紀末からの英国人出移民の自治領集中は， 「アングロ・サクソン帝
(11) 
国」 theAnglo-Saxon Empireの主張を強めることとなる。二度の植民地
(9) 英国内の労働需給との関連で出移民を考察したものとして，高橋克嘉， 「19世
紀イギリスの国際労働移動」，国学院大学政経論叢， 14巻2号（昭和40年）．
(10) W. A. Carrothers, op. cit., p. 219. 
(11) ベラールは，この帝国が，合衆国を除けば力のないものとなり，含めれば中心
地が英国から合衆国へ移らざるをえぬ矛盾を抱えたものであることを指摘する。
M. V. Berard, op. cit., p. 214-21. 
工業国へと成長した合衆国は次第に英植民地との経済関係を強め，英国の有力
な競争者となってきたのである。
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会議 (1907年と1911年）で，英国出移民を英領植民地へ集中させる決議が行
われたのはその一つの象徴である。出移民損失論と連合帝国の理想が結ぴつ
き， 「英帝国の建設と発展」という見地から出移民が擁護されるようになっ
(12) 
ていくのである。
二十世紀に入って本格的展開をみせる「移民縮少の論理」や英国自身での
「移民の逆流」硯象や「連合帝国」への動きのなかで英国出移民がいかなる
変遷を辿るか，それらはの問題については次稿で検討を加えることにしたい。
(12) たとえば，出移民を制限して国内に「小保有農」を扶植するという主張を行っ
ていた小保有地運動 theSmall Holding Movementの中で「帝国発展のための
農業者の育成」という議論が登場してくるのである。 W. A. Carrothers, op. 
cit., p. 254.および S.C. Johnson, op. cit., p. 302. 
